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序序  提提言言書書のの骨骨子子  

 
  

１．はじめに 

 産業政策委員会、経営問題委員会と国際化推進委員会が「生産性向上合同委員会」として、

「生産性向上を実現する“とちぎ”の産業振興」をテーマに掲げ、本県産業の成長発展につな

がる方策について調査研究を重ねてきた。本書は、これまでの成果を提言書として取りまとめ

たものである。 

２．本委員会における調査研究ポイント 

 “付加価値を最大化するとともに労働生産性を向上させる、喫緊の課題である労働力不足を

解消する”べく、①働き手減少の中においても労働力を確保する、②労働生産性そのものを高

める、の２点に注目した。さらに、すべての業種に共通する「ヒト」への投資について深掘り

した。 

その中で、労働力の確保と労働生産性の向上ともに寄与する「外国人材の活用」「副業人材の

活用」「従業員の能力開発」「就労環境整備・風土改革」に着目し対応策を見出すこととした。 

４．提言 

 ４－１ 外国人材の活用 

 ４－２ 副業人材の活用 

 ４－３ 従業員の能力開発（リ・スキリングの促進） 

 ４－４ 就労環境整備・風土改革 

  

 

５．むすびに 

 経済低迷を脱して物価も賃金も上昇する段階に移行しつつある中、こうした状態を確かなも

のとするためには、“生産性の向上によって付加価値を拡大させ、それを設備や研究開発、人

材への投資に振り向ける、賃上げ原資に回すなどして生産性の向上につなげていく”というサ

イクルを持続させることが重要である。 

本提言が、個々の企業の生産性の向上への取り組みを加速させ、企業価値そのものが高まる

こと、ひいては本県の産業振興の一助となることを期待する。 

３．現状と課題 

 主たる働き手である生産年齢人口が減少を続けている中、県内中小企業の労働生産性は全国

平均並み、労働生産性上昇率も関東圏内で最下位となっている。 
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１．はじめに 

 

少子高齢化の進行による労働力の減少が避けられない状況下、“経済成長の鍵

を握っているのは生産性の向上にある”という問題意識は、衆目の一致するとこ

ろである。 

しかしながら、我が国の生産性は、国際間で比較すると決して高いとは言い難

い。例えば、かつてはトップに位置していたＩＭＤ（国際経営開発研究所）世界

競争力ランキングにおいても、2025 年の我が国の順位は世界 35位と低迷してお

り、その要因を分析するとビジネス効率性の低さが際立っている。 

一方、労働生産性の指標を見ると、2010 年代半ばまでＯＥＣＤ加盟 38か国中

20 位前後で推移していた我が国の時間当たりの労働生産性（就業 1 時間当たり

付加価値）の順位は、2018 年以降急速に落ち込み、2024 年は 28 位（1時間あた

り 60.1 ドル：購買力平価換算）に後退し、主要先進国の中では低位にある。さ

らに、就業者一人当たりの労働生産性（年間）は 98,344 ドル（購買力平価換算）

の 29位で、Ｇ７最下位の水準にある。 

このように労働力の減少を補う労働生産性の向上が見られない中、我が国の

名目ＧＤＰは世界 4 位に転落し、2026 年予測ではインドにも抜かれ、5 位に転

落する見込みとなっている。 

2005 年をピークに人口減少に転じ、その傾向の加速が確実視される本県にお

いても、生産年齢人口の減少が全体の人口減少よりも速いスピードで進み、働き

手の確保がますます難しくなる。また、高齢者の寿命が延びる中での人口減少と

なるため、介護を抱えながら働かなければならない現役世代が増加するなど、働

き方が変わっていくことも必至となろう。 

こうした状況下、我々が従前のままの企業活動を続ければ、生産性は上がらず、

付加価値は減少を続けることが予想される。本委員会では、本県産業界が生産性

向上の実現によって競争力を強化すべく、調査研究を重ねてきた。 

本書は、これまでの委員会の活動の成果を提言書として取りまとめたもので

ある。 
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２．本委員会における調査研究のポイント 

 

一人当たり労働生産性は、以下の式 

労働生産性（一人当たり）＝ 付加価値額 ÷ 就業者数（労働力） 

で計算されるが、本委員会では“企業が生み出す付加価値を最大化するとともに、

労働生産性を向上させること、喫緊の課題である労働力不足を解消すること”を

目指し、調査研究を進めることとした。そこで、左辺の労働生産性と右辺の付加

価値額を入れ替え、 

付加価値額 ＝ 就業者数（労働力） × 労働生産性（一人当たり） 

付加価値額を労働力と生産性の積に分解し、①働き手減少の中においても労働

力を確保する、②労働生産性そのものを高める、の２つの方向からアプローチを

試みた。 

さらに、労働生産性においては、デジタル投資・省力化設備投資等もその向上

に寄与するものの、業種によるバラツキがあるため、すべての業種に共通する

「ヒト」への投資にフォーカスして深掘りすることとした。 

人的資本経営は、付加価値を生み出す「ヒト」をコストでなく資本と捉え、「ヒ

ト」への投資によって持続的に企業価値を向上させる経営手法である。調査研究

を進める中で、労働力の確保と労働生産性の向上ともに寄与するであろう「外国

人材の活用」「副業人材の活用」「従業員の能力開発」「就労環境整備・風土改革」

に着目し、対応策を見出すこととした。 
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３．現状と課題 

 

（１）就業者数について 

 本県では、主たる働き手である生産年齢人口（15〜64 歳）の減少が進

行。2000 年代後半から県内人口が転出超過傾向にあり、若年層の県外流

出が課題となっている。 

   

（資料）栃木県「新とちぎ未来創造プラン」（令和 8（2026）年度～令和 12（2030）年度）から作成 

 

（２）労働生産性について 

 都道府県ごとに産業構造が異なるものの、本県中小企業の労働生産性は

全国平均並みの水準、前年対比の労働生産性上昇率は関東圏最下位とな

っている。 

 
（資料）（公財）日本生産性本部「都道府県別にみた労働生産性」から作成 
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（３）県の支援策の利用状況について 

 県や関係団体の付加価値向上支援策は充実しているものの、当会実施の

アンケート調査において県の支援を利用した企業は僅か 12％にとどま

る。 

 

 

 支援を活用しなかった理由として「支援内容を知らない」との回答が約

半数あり、出し手側（県）の周知方法や相談窓口の体制、受け手側（企

業）の情報収集ともに、改善が必要である。 
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４．提言 

 

４－１ 外国人材の活用 

 

外国人活用による効果は、人手不足の解消のみならず、組織活性化による

イノベーションの創出を通じた生産性向上など多岐にわたる。 

 

（１）現状と課題 

 外国人住民の増加による課題を踏まえ、総務省は平成 18年 3月に「地

域における多文化共生推進プラン」（平成 18 年 3月 27 日付総務省自治

行政局国際室長通知「地域における多文化共生推進プランについて」参

照）を策定した。宮城県、群馬県、神奈川県川崎市等の自治体では、多

文化共生の推進に係る指針や計画を策定し、地域における多文化共生の

推進に関する施策を実施している。 

 国内において、外国人材に関わる法律は「出入国管理及び難民認定法

（入管法）」（在留資格や活動の制限）や「労働基準法」（国籍等による

差別禁止）等があるものの、多文化共生に関わる法律は存在しない。 

 多文化共生を進めるに当たっては生活支援が必須であり、そのためには

日本語学習支援、住まいのサポート等が必要となる。 

 本県は、北関東における外国人労働者数および外国人雇用事業所数がと

もに最下位にあり、外国人労働者の積極的な雇用に関し、十分に伸長の

余地がある。 

 
（資料）厚生労働省「都道府県別外国人雇用事業所数及び外国人労働者数」から作成 
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 本県の日本語教室の数は 2024 年度末 29 教室であり、絶対数として足り

ていない。加えて、教室ゼロの市町（空白地域）も 8自治体存在する。 

 日本語講師についてもボランティアに頼っている状況であり、その依存

度が増している。 

 
（資料）文部科学省「国内の日本語教育の概要（令和 4 年度～6 年度）」から作成 

 

（２）提言 

➢ 多文化共生に関わる条例の制定 

 国による多文化共生に関わる法令整備の後押しとなるよう、県としても

「在留外国人基本条例（仮）」を制定してはどうか。また、制定するだ

けでなく、産学官一体で研究チームを立ち上げ、県全体で多文化共生を

推進する体制づくりを検討願いたい。 

➢ 日本語教室の充実 

 過去（令和 4〜5年度）にも提言した日本語教室「空白地域」のゼロ化

推進を継続願いたい。日本語教室を増加させるため、教室の民間委託を

増やすことも検討いただきたい。 

 ボランティア頼みとなっている日本語講師の体制について強化願いた

い。併せて、県国際交流協会が実施しているオンライン学習サービスの

体制整備を図っていただきたい。 

➢ 外国人労働者向けの住居支援 

 外国人にも県営住宅を開放していることを周知するとともに、入居困難

なケース（保証人、保証会社等）を解決するため、行政、金融機関や不

動産業者との連携を強化願いたい。 
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４－２ 副業人材の活用 

 

副業人材の活用は、人手不足の解消のみならず、高度スキルの獲得、事業

機会の創出など、生産性の向上につながる。一方、自社から副業人材を輩

出することは従業員のエンゲージメント向上にもつながる。 

 

（１）現状と課題 

 当会会員アンケートによると、労働力確保のために副業人材を取り入れ

ている企業は 10.9％（91 社中 10 社）にとどまっており、栃木県プロフ

ェッショナル人材戦略拠点へのヒアリングによると副業人材雇用に係る

相談件数は常勤雇用に係る相談件数と比較して少ない状況である。 

 県プロフェッショナル人材戦略拠点やよろず支援拠点等、多くの相談窓

口が設けられているが、当会会員へのヒアリングによるとその認知度は

低い。管轄の違いによる選択肢が多すぎて判断に迷っているケースも多

く、相談のハードルが高い印象を持たれている。 

 国の補助金（副業・兼業人材活用促進事業費補助金（紹介手数料、報

酬、交通宿泊費の 8割補助、上限 50万円））の他、県独自の助成金（副

業マッチング手数料の半額助成、上限 5万円）もあるが、その募集枠は

10社のみである。 

 他県の事例として、鳥取県ではプロフェッショナル人材戦略拠点（県立

ハローワーク）が主体となり「週一副社長事業」を行っており、年間 3

千人以上の応募が集まっている。 

 

（２）提言 

➢ 副業人材に関する相談支援機能の認知度拡大 

 県プロフェッショナル人材戦略拠点、よろず支援拠点の認知度が広がっ

ていないため、産学官連携の強化、包括的なポータルサイトからの誘導

などにより周知を図っていただきたい。 

➢ 副業人材活用助成金の拡充 

 県の助成金の募集枠を増やすとともに、1社あたりの助成額も増やして

いただきたい。岐阜県の補助上限は 20万円、群馬県富岡市では 15万円

となっている。 

➢ 副業人材活用に関する機運醸成 

 副業人材を活用して効果を上げている企業を表彰する制度を設け、成功

事例の横展開と活用の機運醸成を図っていただきたい。 
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４－３ 従業員の能力開発（リ・スキリングの促進） 

 

リ・スキリングは「新しい職業に就くために、あるいは今の職業で必要と

されるスキルの大幅な変化に適応するために、必要なスキルを獲得する／

させること」とされているが、その促進は、企業側にとっては生産性の向

上に直結、従業員側にとっては成長によるモチベーションの向上につなが

る。また、こうした企業には人材も集まる。 

 

（１）現状と課題 

 当会会員アンケートによると、従業員一人のあたりの付加価値向上のた

めにリ・スキリングに取り組んでいる企業は 47.3％（91 社中 43 社）、

付加価値向上のためにリ・スキリングを最重要視している企業は 5.5％

（91 社中 5社）となっている。一方で、既存の従業員教育（ＯＪＴ等）

の充実に取り組む企業は 70.3％（91 社中 64 社）、ＯＪＴ等を最重要視

している企業は 28.6％（91 社中 26 社）となっており、新たなスキル獲

得よりも現状のスキルのブラッシュアップを優先する傾向にある。リ・

スキリングに取り組めない要因として、資金面（15％）よりも人材不足

（43％）とノウハウ不足（37％）が目立つ。 

 

 

 県や労働局の支援メニューが数多く用意されているが、支援窓口が多

く、たどり着くまでが複雑であることもネックとなっている。 

 他県の事例として、茨城県では「いばらきリ・スキリング推進宣言制

度」（企業がリ・スキリングに取り組むことを宣言し、県が認定する制

度）を設けており、企業の人材育成方針を社内外に明確化し、企業のイ

メージアップにつなげている。 
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（２）提言 

➢ リ・スキリング講座の充実 

 リ・スキリングは、従業員本人が本気にならないと進まない。本人に刺

激を与える場として、宇都宮大学で行われている「未来塾」のようなオ

ープン講座を県にも主催願いたい。 

 民間企業が運営するオンラインでのリ・スキリング講座を県が調達（場

合によっては企業との共同調達）し、県内企業に廉価にて開放すること

を検討願いたい。他県では、自治体がオンライン動画学習プラットフォ

ームベンダーとタッグを組んで、地域企業に学びの機会を廉価または無

料にて提供していた事例もある。 

➢ リ・スキリング制度の導入支援 

 「とちぎリ・スキリング導入促進事業補助金」を恒常的に予算計上願い

たい。対象も 100 名、20 社から増やし、上限額の増額も検討願いたい。 

 リ・スキリング推進に伴って一時的に低下する労働力を補填するため、

導入推進企業への緊急的人材斡旋機能を設けることを検討願いたい。 

➢ リ・スキリングに関する機運醸成 

 リ・スキリングを活用して効果を上げている企業を表彰する制度を設

け、成功事例の横展開と促進の機運醸成を図っていただきたい。 
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４－４ 就労環境整備・風土改革 

 

就労環境・企業風土は、そこで働く従業員のエンゲージメントに大きく関

わる。エンゲージメント向上は、従業員の離職率低下、定着率向上につな

がるとともに、組織の活性化による生産性の向上にも及ぶ。また、こうし

た企業風土は選ばれる企業の条件とも言え、県内外から人を呼び込む。 

 

（１）現状と課題 

 エンゲージメントを測る手段として、エンゲージメントサーベイを導入

する企業が増えているが、複雑かつ高価なものが多い。 

 職場活性化のための補助金、助成金として「人材確保支援助成金（厚生

労働省所管）」があるが、認知されていない。 

 

（２）提言 

➢ エンゲージメントサーベイ導入支援 

 県が外部機関からエンゲージメントサーベイを共同調達（企業からの出

資も含む）し、県内企業に廉価にて開放することを検討願いたい。例え

ば、仙台市では「地域中核事業輩出集中支援事業」の一環として、コン

サルティング会社のサービスを地域企業に供与している。 

➢ エンゲージメントに関する機運醸成 

 エンゲージメント向上に積極的に取り組む企業を表彰する制度を設け、

成功事例の横展開と導入の機運醸成を図っていただきたい。 
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５．むすびに 

 

我が国では、経済の回復とともに、長きにわたり陥っていた物価も賃金も上が

りにくいという状況を漸く脱し、物価も賃金も上昇する段階に移行しつつある。

こうした趨勢を確かなものとするためには、“生産性の向上によって付加価値を

拡大させ、それを設備や研究開発、人材への投資に振り向ける、賃上げ原資に回

すなどして生産性の向上につなげていく”というサイクルを持続させることが

重要となる。そして、そのメインプレイヤーとなるのは、多くの雇用を抱える地

方の中小企業と言っても過言ではない。 

今般、本委員会では「ヒト」への投資によって生産性を向上させ、企業価値を

高める打ち手にフォーカスして調査研究を進めてきたが、労働人口が減少する

中でも外国人材や副業人材を活用し、リ・スキリングの促進やエンゲージメント

の向上によって従業員個々のパフォーマンスを高めていくことが、ひいては付

加価値の拡大、生産性の向上につながることが改めて確認できた。特に、従業員

が少ない中小企業ほどその効果が大きくなるだろう。 

我々地域企業はそうした認識に立ち、県等の公的支援策を十分に理解、積極的

に活用し、生産性の向上という課題へ対処していくべきであろう。県には、本提

言内容の実現をお願いするとともに、経済同友会としても会員企業への県施策

の展開、および栃木県生産性本部をはじめとした関係団体と連携した生産性向

上の推進に取り組んでいく所存である。 

 

 

以上 
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（参考）調査研究に関する活動記録

■令和6年度委員会活動

日時 内容 場所 参加人数

4月 5日 第1回委員長会議 事務局会議室 3名

5月31日 第1回正副委員長会議
宇都宮商工会議
所2階大会議室

21名

6月21日
第1回合同委員会（講演聴講）
・講演①：「生産性向上と今後の人材戦略」（日本生産性本部 松川昌義氏）
・講演②：「外国人受け入れ新時代の展望」（日本国際交流センター 毛受敏浩氏）

ﾍﾞﾙｳﾞｨ宇都宮 49名

7月10日 第2回委員長会議 事務局会議室 3名

7月31日 第2回正副委員長会議
宇都宮商工会議
所2階大会議室

15名

9月19日 第3回委員長会議 事務局会議室 3名

9月20日

第2回合同委員会（講演聴講）
・講演①：「持続的な企業価値向上に向けた人的資本経営の実現」
あああああ（あしぎん総研 太田敏幸氏）
・講演②：「入管法改正と外国人材活用の進め方」（ＩＳＡパートナーズ 井上尉央氏）

県総合文化ｾﾝﾀｰ 32名

11月11日 第3回正副委員長会議 ホテル東日本 14名

11月11日
第3回合同委員会（講演聴講）
・講演①：「中小企業のガバナンス強化」（商工総研 青木剛氏）
・講演②：「人財定着の労務管理手法」（ＴＭＣ経営支援センター 岡部正治氏）

ホテル東日本 43名

12月10日
第4回合同委員会（茨城県視察）
・視察先：茨城県庁、㈱あけぼの印刷社

茨城県 21名

2月 3日
 ～ 5日

第5回合同委員会（関西視察）
・視察先：滋賀県庁、千房㈱、東海バネ工業㈱、大阪外国人材採用支援センター、他

関西 23名

2月26日 第4回正副委員長会議 ﾗｲﾄｷｭｰﾌﾞ宇都宮 14名

3月17日
第6回合同委員会（グループ討議）
・「栃木県チームイノベーション実践プログラム」

産業会館会議室 26名

■令和７年度委員会活動

日時 内容 場所 参加人数

5月 2日 第1回正副委員長会議 産業会館会議室 12名

6月 3日 第2回正副委員長会議
宇都宮商工会議
所2階大会議室

16名

7月16日

第1回合同委員会（講演聴講）
・講演①：「ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄの本質と高め方」（日本ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄ協会 佐々木拓哉氏）
・講演②：「外国人材促進の取組・課題」
あああああ（とちぎ外国人材受入支援センター　堀江茂行氏）

県総合文化ｾﾝﾀｰ 24名

8月26日 第3回正副委員長会議
宇都宮商工会議
所2階大会議室

19名

10月 1日
第1回国際化推進委員会（討議）
・アンケートの検証
・研究ポイントの絞り込みと提言の骨子

産業会館会議室 11名

10月 6日
第1回産業政策委員会（討議）
・アンケートの検証
・研究ポイントの絞り込みと提言の骨子

産業会館会議室 14名

10月 6日
第1回経営問題委員会（討議）
・アンケートの検証
・研究ポイントの絞り込みと提言の骨子

産業会館会議室 8名

11月26日 第4回正副委員長会議 ﾗｲﾄｷｭｰﾌﾞ宇都宮 10名

1月21日 第5回正副委員長会議 事務局会議室 12名

1月28日
 ～30日

第2回合同委員会（山陰視察）
・視察先：鳥取県庁、㈱島根富士通、美保テクノス㈱、他

山陰 14名

2月24日
第3回合同委員会（討議）
・提言書の読み合わせ

県総合文化ｾﾝﾀｰ 18名
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（参考）会員向けの「付加価値向上に関するアンケート」調査結果 

 

■調査概要 

・調査対象 公益社団法人栃木県経済同友会 全会員（配付者 296 名） 

・調査時期 2025 年 6 月 

・調査方法 ＷＥＢによるアンケート形式 

 

■回答企業 

・回収数（率）：回答 91社（回収率 30.7％） 

・事業規模 

 

 

・業種 
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■質問 

1．付加価値については、労働参加人数（従業員数等）と一人当たりの付加価値

（生産性）の２つの要素の掛け算に分解することができます。労働参加人数の

確保、一人当たりの付加価値の向上について、貴社の状況に最も合うものを選

択してください。 

 

 

 

2．1．の質問において、(1)または(2)を選択した企業にお伺いします。労働人数

の確保、一人当たりの付加価値の向上が難しいことを受け、どのような対応を

とっているか教えてください。（複数回答可） 

 

 

 

3．労働参加人数、一人当たりの付加価値に関するそれぞれの要素について、貴

社にとって優先度が高いと認識している順番に並び替えてください。（優先度

高 1→優先度低 5） 
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4．労働参加人数の確保に向け、以下の項目において貴社が取り組んでいる項目

を選択してください。（複数回答可） 

 

 

5．4．の選択肢のうち、最も重要視している取り組みの番号を選択してください。 

 

 
 

6．4．の選択肢の取り組みを進めるにあたり、お困りになっている内容について、

以下の選択肢から選択してください。（複数回答可） 
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7．6．のうち、最もお困りになっている内容の番号を選択してください。 

 

 

8．一人当たりの付加価値の向上に向け、以下の項目において貴社が取り組んで

いる項目を選択してください。（複数回答可） 

 

 

 

9．8.のうち、最も重要視している取り組みの番号を選択してください。 
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10．8.の選択肢の取り組みを進めるにあたり、お困りになっている内容について、

以下の選択肢から選択ください（複数回答可）。 

 
 

11．10.のうち最もお困りになっている内容の番号を選択ください。 

 
 

12．付加価値向上に向け、貴社はこれまで栃木県の支援策を活用したことはあり

ますか？ 
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13．12.で（1）を選択した企業に伺います。付加価値向上に向け、貴社がこれま

でに活用したことのある栃木県の支援策があれば、以下の選択肢から選択く

ださい。（複数回答可） 

 

 
 

14．12.で（1）を選択した企業にお伺いします。活用された支援内容を、以下の

選択肢より選択ください。（複数回答可） 

 

 

15．12.で（2）を選択した企業にお伺いします。栃木県からの支援策を活用しな

かった理由について以下の選択肢より選択ください。（複数回答可） 
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16．付加価値向上に向け、栃木県からどのような支援を望みますか。支援してほ

しいことがあれば具体的に記載して下さい。（自由回答） 

 

➢ 県のホームページが、複雑で、的確な情報が得にくい 

➢ 宿泊業界に特化した人材の育成方法や、近年の就業意識の傾向を踏まえ

た対応策等（定着化）について支援をいただきたい。特に、地域性や個

別企業の特性を踏まえたコンサルティング的な支援を希望します。 

➢ 中小規模に対する大型補助金が減っている。この状況を変えてもらいた

い。 

➢ 支援策の周知方法を改善してほしい。 

➢ 建設現場に従事する作業員に対してのスキルアップのための助成金や補

助金があると助かります 

➢ ＩＴ業界の人件費は他業界と水準が違うので、例えば、システム導入ま

での短期間サポートでも莫大な額となります。栃木県としてデジタルオ

フィサーを雇用し、県内企業への短期間サポートなどあれば素晴らしい

と思います。 

➢ リ・スキリングにかかわる情報連携の場を提供願いたい。 

➢ 県単独での補助金を創設してほしい。 

➢ 資格取得、講習の案内をより身近にできるよう促進してもらいたい。 

➢ 新分野に進出する際の費用、設備投資だけでなく人的投資（新規採用な

ど）を助成する制度があると良い。 

➢ ＡＩに関する支援（社員研修；ＡＩの基本的スキル、業務活用事例）を

お願いしたい。導入に関する伴走支援もお願いしたい。 

➢ 労働人材の確保についての支援がほしい。 

➢ 労働参加人数の減少に危機意識があります。県外者にとって魅力的な土

地・選ばれる土地にするため、雇用の場を作る支援を望みます。 
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【産業政策委員会　名簿】 （敬称略）

№ 委員会役職 氏　　名 企業名 役職名

1 委員長（R6年度） 荒井　大 ㈱あしぎん総合研究所 代表取締役社長（～R7年3月）

2 委員長（R7年度） 新井　孝則 栃木トヨタ自動車㈱ 代表取締役社長

3 副委員長 石川　均 トヨタウッドユーホーム㈱ シニアエグゼクティブアドバイザー

4 副委員長 川口　達哉 ㈱ＮＴＴドコモ　栃木支店 支店長（～R6年7月）

5 副委員長 喜谷　悠大 トヨタカローラ栃木㈱ 代表取締役社長

6 副委員長 古口　勇二 ㈱古口工業 代表取締役

7 副委員長 関　雅樹 ㈱栃木ブレックス 代表取締役会長

8 副委員長 谷奥　博史 ㈱ＮＴＴドコモ　栃木支店 支店長（R6年8月～）

9 副委員長 内藤　善寛 ㈱あしぎん総合研究所 代表取締役社長（R7年4月～）

10 副委員長 野田　和郎 ㈱ハヤブサホールディングス 代表取締役

11 副委員長 平野　一昭 西部生コン㈱ 取締役相談役

12 副委員長 増山　陽平 東京ガス㈱栃木支社 支社長

13 副委員長 横山　稔 ＮＴＴ東日本㈱ 栃木支店長

14 アドバイザー 内藤　靖 ㈱テラクリエーション 代表取締役

15 アドバイザー 林　明夫 ㈱開倫塾（開倫塾日本語学校） 代表取締役社長（理事長・校長）

16 筆頭代表理事（～R7年6月） 松下　正直 ㈱足利銀行 取締役会長

17 筆頭代表理事 （R7年7月～） 藤井　昌一 藤井産業㈱ 代表取締役社長

18 代表理事 （～R7年6月） 喜谷　辰夫 トヨタカローラ栃木㈱ 代表取締役会長

19 代表理事 （R7年7月～） 清水　和幸 ㈱足利銀行 取締役頭取

20 委員 青島　由加利 三共ビルテック㈱ 代表取締役

21 委員 東　光法 ㈱Genki Global Dining Concepts 代表取締役社長執行役員（～R7年3月）

22 委員 安藤　寛樹 ㈱安藤設計 取締役会長

23 委員 飯村　愼一 光陽エンジニアリング㈱ 代表取締役会長

24 委員 石井　陽子 （公財）栃木県産業振興センター 理事長（R7年4月～）

25 委員 板橋　信行 ㈱板通 代表取締役社長

26 委員 井戸川  誠一 ㈱日立製作所 北関東支店長

27 委員 猪瀬　義史 ㈱カワチ産商 取締役

28 委員 今村　紳一 富士フイルムビジネスイノベーションジャパン㈱栃木支社 栃木支社長（～R7年3月）

29 委員 上野　勝弘 上陽工業㈱ 代表取締役

30 委員 臼井　英人 足利興業㈱ 代表取締役社長（R7年7月～）

31 委員 大田垣　一郎 ㈱カンセキ 代表取締役社長

32 委員 大橋　英樹 ㈱ビッグ・ビー 代表取締役

33 委員 蔭山　泰弘 ㈱みずほ銀行宇都宮支店 支店長

34 委員 川口　篤史 ㈱川口鉄筋建設 取締役会長

35 委員 川口　正人 明治安田生命保険（相） 宇都宮支社長

36 委員 菊地　義典 菊地歯車㈱ 代表取締役社長

37 委員 小林　幹央 レオン自動機㈱ 代表取締役社長

38 委員 五月女　峰行 日産自動車㈱ 理事栃木工場長（～R7年3月）

39 委員 酒井　孝征 ㈱竹中工務店 栃木営業所長

40 委員 佐瀬　敦 ＡＩＳ総合設計㈱ 顧問
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【産業政策委員会　名簿】 （敬称略）

№ 委員会役職 氏　　名 企業名 役職名

41 委員 佐藤　伸之 佐藤建設工業㈱ 取締役副社長

42 委員 佐畑　浩司 東都工業㈱ 代表取締役社長

43 委員 下山　孝治 とちぎんＴＴ証券㈱ 代表取締役社長

44 委員 鈴木　信貴 ㈱巴コーポレーション　　 執行役員小山工場長（～R7年3月）

45 委員 高橋　研

（学）大原学園

宇都宮情報ＩＴクリエイター専門学校

宇都宮スポーツ医療専門学校

大原ビジネス公務員専門学校宇都宮校

校長

46 委員 蓼沼　憲一 三好砿業㈱ 取締役

47 委員 田中　久貴 ㈱関電工
執行役員

北関東・北信越営業本部

栃木支店長（～R6年6月）

48 委員 田村　篤史 シーデーピージャパン㈱ 代表取締役

49 委員 辻　真夫 （公財）栃木県産業振興センター 理事長（～R7年3月）

50 委員 戸塚　正一郎 ㈱ＳＵＢＡＲＵ 顧問　

51 委員 轟　昂洋 日豊工業㈱ 代表取締役社長

52 委員 富塚　保 七浦建設㈱ 代表取締役

53 委員 長岡　哲 グランディハウス㈱ 執行役員管理本部財務統括部長

54 委員 中野　隆史 日本電気㈱宇都宮支店 支店長（～R7年3月）

55 委員 中山　治 ㈱三菱ＵＦＪ銀行　大宮支店 支店長

56 委員 橋本　正行 ㈱日本栄養給食協会 代表取締役

57 委員 林　博之 東京電力パワーグリッド㈱栃木総支社 栃木総支社長（R7年7月～）

58 委員 藤尾　益造 ㈱Ｇｅｎｋｉ　Ｇｌｏｂａｌ　Ｄｉｎｉｎｇ　Ｃｏｎｃｅｐｔｓ 代表取締役社長執行役員（R7年4月～）

59 委員 星野　貢 足利興業㈱ 代表取締役社長（～R7年6月）

60 委員 水沼　孝夫 ㈱インターセック 代表取締役

61 委員 三好　仁 昭和電機㈱ 代表取締役

62 委員 望月　一彦 東京電力パワーグリッド㈱栃木総支社 栃木総支社長（～R7年6月）

63 委員 森山　寿男 富士フイルムビジネスイノベーションジャパン㈱栃木支社 栃木支社長（R7年4月～）

64 委員 柳沢　威 大成建設㈱関東支店　宇都宮営業所 所長

65 委員 山村　直人 ㈱関電工 執行役員　栃木支店長（R6年7月～）

66 委員 湯澤　孝平 ㈱ユザワ 専務取締役

67 委員 横山　信夫 ㈱エフ・エー・エス 代表取締役社長

68 委員 吉原　正博 ㈱カナメ 代表取締役社長

69 委員 吉村　憲光 ㈱三洋製作所ホールディングス 代表取締役

70 委員 渡辺　眞幸 渡辺建設㈱ 代表取締役社長

71 委員 渡部　渉 ㈱カナメ 取締役会長

72 事務局 須賀　憲夫 （公社）栃木県経済同友会 専務理事（R6年度）

73 事務局 菅俣　宗良 （公社）栃木県経済同友会 専務理事（R7年度）

74 事務局 手塚　隆之 （公社）栃木県経済同友会 事務局長（R6年度）

75 事務局 荒井　大 （公社）栃木県経済同友会 事務局長（R7年度）

76 事務局 薄葉　紀光 （公社）栃木県経済同友会 マネジャー
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【経営問題委員会　名簿】 （敬称略）

№ 委員会役職 氏　　名 企業名 役職名

1 委員長 平野　和正 ㈱正和 代表取締役社長

2 副委員長 石川　英明 宇都宮精機㈱ 代表取締役社長

3 副委員長 澤田　雄二 宇都宮中央法律事務所 代表弁護士

4 副委員長 塩野　昌大 ㈱エヌエス・リンク 代表取締役社長

5 副委員長 内藤　靖 ㈱テラクリエーション 代表取締役

6 副委員長 平野　一昭 西部生コン㈱ 取締役相談役

7 アドバイザー 古口　勇二 ㈱古口工業 代表取締役

8 筆頭代表理事（～R7年6月） 松下　正直 ㈱足利銀行 取締役会長

9 筆頭代表理事 （R7年7月～） 藤井　昌一 藤井産業㈱ 代表取締役社長

10 代表理事 （～R7年6月） 喜谷　辰夫 トヨタカローラ栃木㈱ 代表取締役会長

11 代表理事 （R7年7月～） 清水　和幸 ㈱足利銀行 取締役頭取

12 委員 青木　栄久 ㈱オーリス 代表取締役社長

13 委員 青島　由加利 三共ビルテック㈱ 代表取締役

14 委員 天野　泰仁 日本通運㈱　宇都宮支店 支店長

15 委員 荒井　貴大 ㈱セレモニー宝典 代表取締役

16 委員 飯村　愼一 光陽エンジニアリング㈱ 代表取締役会長

17 委員 石塚　清 三井マネジメント㈱ 代表取締役社長

18 委員 磯　　昭典 村田発條㈱ 監査役

19 委員 猪瀬　義弘 ㈱カワチ産商 代表取締役社長

20 委員 猪瀬　義史 ㈱カワチ産商 取締役

21 委員 伊原　修 ㈱大高商事 代表取締役社長

22 委員 今村　紳一 富士フイルムビジネスイノベーショ ンジャパン㈱　栃木支社 栃木支社長（～R7年3月）

23 委員 上野　勝弘 上陽工業㈱ 代表取締役

24 委員 江口　智樹 日産自動車㈱ 理事栃木工場長（R7年4月～）

25 委員 大川　容子 大川総合法律事務所 代表兼弁護士

26 委員 大西　盛明 ㈱オニックスジャパン 代表取締役会長

27 委員 奥澤　健二 奥澤産業㈱ 代表取締役社長

28 委員 小野　伸幸 平田機工㈱　関東事業部 執行役員第一ビジネスユニット長

29 委員 金沢　太竜 ㈱南大門ホールディングス 代表取締役社長

30 委員 川嶋　健 ㈱タスク 代表取締役

31 委員 川野　泉 ㈱オータニ 代表取締役社長

32 委員 木内　久生 ㈱五光 代表取締役社長

33 委員 喜谷　悠大 トヨタカローラ栃木㈱ 代表取締役社長

34 委員 小板橋　博幸 ㈱大一不動産 代表取締役

35 委員 齋藤　慎一 ㈱ダイサン 代表取締役社長

36 委員 齋藤　孝彦 ㈱不二ロジホールディングス 代表取締役

37 委員 五月女　善重 五月女総合プロダクト㈱ 代表取締役社長

38 委員 佐柄　則雄 ㈱ランドグラン 代表取締役

39 委員 佐藤　伸之 佐藤建設工業㈱ 取締役副社長

40 委員 篠﨑　泰三 篠﨑運送㈲ 代表取締役
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【経営問題委員会　名簿】 （敬称略）

№ 委員会役職 氏　　名 企業名 役職名

41 委員 田村　篤史 シーデーピージャパン㈱ 代表取締役

42 委員 寺井　裕介 オリックス㈱　宇都宮支店 支店長

43 委員 巴山　勝雄 ㈱白十字 代表取締役

44 委員 中島喜代典 丸三産業㈱ 代表取締役社長

45 委員 長島　孝昌 ㈱日昇堂 代表取締役

46 委員 中山　文仁 ㈲中山運送 代表取締役

47 委員 野田　歩 野田事務所 代表

48 委員 橋本　恵美 栃木小松フォークリフト㈱ 代表取締役会長

49 委員 橋本　大輔 ㈱栃木サッカークラブ 代表取締役社長

50 委員 橋本　正行 ㈱日本栄養給食協会 代表取締役

51 委員 林　明夫 ㈱開倫塾（開倫塾日本語学校） 代表取締役社長（理事長・校長）

52 委員 原野　健 近畿日本ツーリスト㈱宇都宮支店 支店長（R7年4月～）

53 委員 深井　孟 ㈱深井製作所 代表取締役会長

54 委員 伏木　昌人 栃木信用金庫 理事長

55 委員 星　佳成 ㈱東武宇都宮百貨店 代表取締役社長

56 委員 森山　寿男 富士フイルムビジネスイノベーショ ンジャパン㈱　栃木支社 栃木支社長（R7年4月～）

57 委員 箭内　明仁 第一生命保険㈱栃木支社 支社長（～R7年3月）

58 委員 山本  堅嗣宣 ヤマゼンコミュニケイションズ㈱ 代表取締役社長

59 委員 湯澤　隆司 ㈱ユザワ 代表取締役

60 委員 吉原　正博 ㈱カナメ 代表取締役社長

61 委員 渡邉　正道 友井タクシー㈲ 代表取締役

62 事務局 須賀　憲夫 （公社）栃木県経済同友会 専務理事（R6年度）

63 事務局 菅俣　宗良 （公社）栃木県経済同友会 専務理事（R7年度）

64 事務局 手塚　隆之 （公社）栃木県経済同友会 事務局長（R6年度）

65 事務局 荒井　大 （公社）栃木県経済同友会 事務局長（R7年度）

66 事務局 大澤　さやか （公社）栃木県経済同友会 マネジャー（R6年度）

67 事務局 薄葉　紀光 （公社）栃木県経済同友会 マネジャー（R7年度）
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【国際化推進委員会　名簿】 （敬称略）

№ 委員会役職 氏　　名 企業名 役職名

1 委員長 陳　賢徳 ㈱フェドラ 代表取締役

2 副委員長 石川　尚子 オリオンコンピュータ㈱ 代表取締役

3 副委員長 郡司　祐一 ㈱関東農産 代表取締役

4 副委員長 田村　篤史 シーデーピージャパン㈱ 代表取締役

5 副委員長 林　明夫 ㈱開倫塾（開倫塾日本語学校） 代表取締役社長（理事長・校長）

6 副委員長 吉田　元 関東自動車㈱ 代表取締役社長

7 アドバイザー 郡司　成江 ビューティアトリエグループ（総美㈲） 代表取締役社長

8 アドバイザー 内藤　靖 ㈱テラクリエーション 代表取締役

9 アドバイザー 益子　博美 ㈱花のギフト社 代表取締役社長（～R7年6月）

10 アドバイザー 村上　龍也 ㈱村上 代表取締役

11 アドバイザー 屋代　郁夫 ㈱サンテック 取締役副社長

12 筆頭代表理事（～R7年6月） 松下　正直 ㈱足利銀行 取締役会長

13 筆頭代表理事 （R7年7月～） 藤井　昌一 藤井産業㈱ 代表取締役社長

14 代表理事 （～R7年6月） 喜谷　辰夫 トヨタカローラ栃木㈱ 代表取締役会長

15 代表理事 （R7年7月～） 清水　和幸 ㈱足利銀行 取締役頭取

16 委員 青木　栄久 ㈱オーリス 代表取締役社長

17 委員 青島　由加利 三共ビルテック㈱ 代表取締役

18 委員 飯村　愼一 光陽エンジニアリング㈱ 代表取締役会長

19 委員 池田　宰 宇都宮大学　 学長

20 委員 板橋　信行 ㈱板通 代表取締役社長

21 委員 井上　尉央 行政書士事務所ＩＳＡパートナーズ 代表　行政書士

22 委員 猪瀬　義弘 ㈱カワチ産商 代表取締役社長

23 委員 今井　正仁 ㈱サニクリーン宇都宮 代表取締役社長

24 委員 小川　拓矢 ㈱ユーユーワールド 代表取締役社長

25 委員 神山　奈美 ㈱松本商会 取締役 管理本部 本部長（～R8年2月）

26 委員 川嶋　幸雄 幸㈱ 代表取締役

27 委員 五家　真佐江 行政書士五家真佐江事務所 所長

28 委員 古口　勇二 ㈱古口工業 代表取締役

29 委員 齋藤　孝彦 ㈱不二ロジホールディングス 代表取締役

30 委員 五月女　善重 五月女総合プロダクト㈱ 代表取締役社長

31 委員 酒井　誠 ㈱酒井建築設計事務所 代表取締役社長（～R8年2月）

32 委員 佐藤　伸之 佐藤建設工業㈱ 取締役副社長

33 委員 澤田　雄二 宇都宮中央法律事務所 代表弁護士

34 委員 須賀　英之 （学）須賀学園 理事長

35 委員 手塚　きぬよ ㈱むぎくら 代表取締役

36 委員 長島　孝昌 ㈱日昇堂 代表取締役

37 委員 中山　文仁 ㈲中山運送 代表取締役

38 委員 橋本　正行 ㈱日本栄養給食協会 代表取締役

39 委員 畠本　隆 フィリップ証券㈱ 執行役員営業本部長

40 委員 浜村　智安 （税）浜村会計 理事長・代表社員
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【国際化推進委員会　名簿】 （敬称略）

№ 委員会役職 氏　　名 企業名 役職名

41 委員 比企　洋子 ㈲比企リベカ 会長

42 委員 比企　ルツ ㈲比企リベカ 代表取締役

43 委員 平野　和正 ㈱正和 代表取締役社長

44 委員 伏木　昌人 栃木信用金庫 理事長

45 委員 横倉　正一 ㈱横倉本店 代表取締役社長

46 委員 渡部　渉 ㈱カナメ 取締役会長

47 事務局 須賀　憲夫 （公社）栃木県経済同友会 専務理事（R6年度）

48 事務局 菅俣　宗良 （公社）栃木県経済同友会 専務理事（R7年度）

49 事務局 手塚　隆之 （公社）栃木県経済同友会 事務局長（R6年度）

50 事務局 荒井　大 （公社）栃木県経済同友会 事務局長（R7年度）

51 事務局 吉田　貴智 （公社）栃木県経済同友会 マネジャー（R6年度）

52 事務局 石塚　大 （公社）栃木県経済同友会 マネジャー（R7年度）

53 事務局 長谷　智子 （公社）栃木県経済同友会 マネジャー
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